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福岡市地域活動支援センターⅠ型運営費補助金交付要綱 

 

（通則） 

第１条 福岡市地域活動支援センターⅠ型運営費補助金の交付については，福岡市

地域活動支援センターの設備及び運営の基準を定める条例（平成24年福岡市条例

第60号），補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第17

9号）及び福岡市補助金等交付規則（昭和44年福岡市規則第35号。以下「交付規

則」という）に定めるもののほか，この要綱に定めるところによる。 

 

（目的） 

 第２条 この補助金は，地域活動支援センターⅠ型の適切かつ安定的な運営を通し

て，障がい者の社会参加の機会を確保するなど，本市の障がい者福祉の増進に資

することを目的とする。 

 

（定義） 

 第３条 この要綱において「地域活動支援センターⅠ型」（以下「センター」とい

う。）とは，障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成17年法律第123号。以下「法」という。）第５条第25項に定める事業を実施し

ているものうち，福岡市地域活動支援センターⅠ型事業実施要綱（以下「実施要

綱」という。）の規定により，市長に申請をし，承認を受けているセンターをい

う。 

 

（補助対象事業） 

 第４条 補助金を交付する対象事業は,センターを運営する事業とする。 

 

（補助対象者） 

 第５条 補助金の交付の対象となる者は，「実施要綱」の規定により，市長に申請

をし，承認を受けてセンターを設置運営する本市の市税を滞納していない法人と

する。 

   なお，補助金の交付対象団体は公募により募集する。 

 

（補助対象の要件） 

 第６条 補助の対象となるセンターは，実施要綱で定めるもののほか，次の各号に

掲げる要件をすべて満たすものでなければならない。 

  (1) 運営日数について，原則として週５日以上運営していること（国民の祝日，

夏期休暇及び年末年始を除く。）。 

  (2) 運営時間について，１日８時間以上運営していること。 

  (3) 利用契約について，センターと利用者との間に，利用に関する契約を締結し

ていること。 

 

（補助対象経費） 

 第７条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は，補助

対象事業の実施に要する経費のうち，別表１の２対象経費の欄に定めるところに
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よる。 

 

（補助金の額） 

 第８条 この補助金の交付額は，次の各号により算出された額を交付額とする。た

だし，事業ごとに算出された交付額に1,000円未満の端数が生じた場合には，こ

れを切り捨てるものとし，予算の範囲内において市長が決定する。 

  (1) 別表１の区分ごとに，１基準額の欄の定める額と２対象経費の欄に定める対

象経費の実支出額とを比較して少ない額を選定する。 

  (2) (1)により選定された額と総事業費から寄附金その他の収入額を控除した額

とを比較して少ない方の額を交付額とする。 

 

（補助金の交付条件） 

 第９条 この補助金の交付の決定には，次の各号に掲げる条件が付されるものとす

る。 

  (1) 事業を中止し，又は廃止する場合には，市長の承認を受けなければならない。 

  (2) 事業により取得し，又は効用の増加した不動産及びその従物並びに事業によ

り取得し，又は効用の増加した価格が単価30万円以上の機械器具等については，

交付規則第22条の規定により市長が別に定める期間を経過するまで市長の承

認を受けないで，この補助金の交付の目的に反して使用し，譲渡し交換し，貸

し付け，又は担保に供してはならない。 

  (3) 市長の承認を受けて財産を処分することにより収入があった場合には，その

収入の全部又は一部を市に納付させることがある。 

  (4) 事業により取得し，又は効用の増加した財産については，事業の完了後にお

いても善良な管理者の注意をもって管理するとともに，その効率的な運営を図

らなければならない。 

  (5) 補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした書類の作成及び

保管に当たっては，事業に係る収入及び支出に関する帳簿を備え，当該収入及

び支出について証拠書類を整理し，かつ，当該帳簿及び証拠書類を事業完了後

５ケ年間保管しておかねばならない。 

 

（申請手続） 

 第10条 この補助金の交付の申請は，様式第１号による申請書を事業実施年度の４

月末日までに，市長に提出して行うものとする。ただし，市長が特に認めた場合

はこの限りでない。 

 

（補助金の交付決定） 

 第11条 市長は，前条の規定により補助金の交付の申請があったときは，その内容

の審査及び必要に応じて現地調査を行い，補助金の交付の可否を決定し，補助金

を交付すべきものと認めたときは，速やかに，申請者に補助金の交付の決定を通

知するものとする。 

 

（変更申請手続） 

 第12条 この補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加

交付申請等を行う場合には，あらかじめ市長に協議の上，様式第２号により毎年
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度１月20日までに行うものとする。 

 

（実績報告） 

 第13条 この補助金の事業実績報告は，事業完了後１ケ月以内又は毎年度４月30日

のいずれか早い日までに様式第３号による報告書を市長に提出して行うものと

する。 

 

（補助金の確定） 

 第14条 市長は，前条の規定により実績報告を受けた場合は，事業実績報告書の審

査及び必要に応じて行う現地調査等により，その報告に係る補助事業の成果が補

助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかを調査し，

適合すると認めたときは，交付すべき補助額を確定し，補助事業者に通知するも

のとする。 

 

（補助金の交付） 

 第15条 市長は，前条の規定により確定した額を補助金の交付の決定を受けた者に

対し交付するものとする。ただし，市長が適当と認めるときは，一括または分割

して事前に交付することができる。 

 

（監査） 

 第16条 市長は，必要があると認めるときには事業実施者に対し，関係書類の提出

を求め，補助事業の内容を監査することができる。 

 

（補助金の返還） 

第17条 市長は，補助金の交付決定を受けた事業実施者が次の各号のいずれかに該

当する場合は補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すとともに，補助金が

すでに交付されているときはその返還を命ずるものとする。 

 (1) この要綱の規定に違反したとき 

  (2) この要綱に規定する目的に反した用途に補助金を使用したとき 

  (3) 提出書類に虚偽の記載をしたとき 

  (4) その他市長が補助することが不適当と認めたとき 

 

（暴力団の排除） 

第18条 市長は，福岡市暴力団排除条例（平成22年福岡市条例第30号。次項におい

て「暴排条例」という。）第６条の規定に基づき，本条に規定する排除措置を講

じるものとする。 

２ 市長は，補助金の交付の申請をした者及びセンターの施設長（第４項において

「申請者等」という。）が次の各号のいずれかに該当するときは，この要綱に定

める他の規定に関わらず，補助金を交付しないものとする。 

  (1) 暴排条例第２条第２号に規定する暴力団員 

  (2) 法人でその役員のうちに前号に該当する者のあるもの 

  (3) 暴排条例第６条に規定する暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

３ 市長は，補助事業者が前項各号のいずれかに該当したときは，補助金の交付の

決定の全部又は一部を取り消すことができる。 
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４ 市長は，補助金からの暴力団の排除に関し警察への照会確認を行うため，申請

者又は補助事業者に対し当該申請者又は当該補助事業者（役員を含む）の氏名（フ

リガナを付したもの），生年月日，性別等の個人情報の提出を求めることができ

る。 

５ センターは，その運営について，暴力団，暴力団員及び暴力団又は暴力団員と

密接な関係を有する者の支配を受けてはならない。 

 

（その他） 

 第19条 この要綱に定めのない事項については，保健福祉局長が別に定めるものと

する。 

 

   附 則 

 この要綱は，平成18年10月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は，平成20年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は，平成22年４月１日から施行する。但し，第３条第１号及び第２号の改

正規定については，平成22年度中はなお従前の例によることができるものとする。 

 

   附 則 

 この要綱は，平成23年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は，平成24年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は，平成25年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

（施行期日） 

 第１条 この要綱は，平成26年４月１日から施行する。 

（期間） 

 第２条 この要綱は，平成29年３月31日をもって廃止する。なお，終期到来後の継

続については，その必要性の検証を踏まえた上で，終期到来までに判断するもの

とする。 
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別表１ 

区分 
１ 基準額 

２ 対 象 経 費 
基礎的事業 機能強化事業 

地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー
Ⅰ
型 

 

年額 

 

  11,486,000円 

 

 年額 

 

    6,000,000円 

 

 センターを運営するために必要な

職員の給料，職員手当（扶養手当，

管理職手当，調整手当，住居手当，

通勤手当，期末手当，勤勉手当，超

過勤務手当等），共済費及び賃金並

びに施設を運営するために必要な各

所修繕費，その他事務の執行に伴う

報償費，旅費，需用費（消耗品費，

燃料費，印刷製本費，光熱水費，修

繕費，医薬材料費），役務費(通信運

搬費），委託料，使用料及び賃借料，

備品購入費，負担金等 
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福岡市地 域活動支 援センタ ー等補助 金交付要 綱  

 

（通則）  

第１条    福岡市地 域活動支 援センタ ー等補助 金の交付 について は，福岡 市地域

活動支援 センター の設備及 び運営の 基準を定 める条例 （平成 24 年福岡市 条例

第 60 号。以下「基 準条例」 という。 ），補助 金等に係 る予算の 執行の適 正化

に関する 法律（昭 和 30 年法律第 179 号）及び 福岡市補 助金交付 規則（昭 和 44

年福岡市規則第 35 号）に定めるもの のほか，この要綱に定めるところによる。  

（目的）  

第２条   この補助 金は，地 域活動支 援センタ ーや小規 模作業所（以下「地域活 動

支援セン ター等」という。）の適正 かつ安定 的な運営 を通して ，障がい 者の 社

会参加の 機会を確 保するな ど，本市 の障がい 者福祉の 増進に資 すること を目 的

とする。  

（定義）  

第３条   この要綱 において「地域活 動支援セ ンター」とは，障 害者の日 常生活及

び社会生 活を総合 的に支援 するため の法律（ 平成 17 年法律第 123 号。以下「 障

害者総合 支援法」 という。 ）第５条 第 25 項に定める事 業を実施 している もの

をいう。ただし，福岡市地 域活動支 援センタ ーⅠ型運 営費補助 金の対象 とな る

ものを除 く。  

２  この 要綱にお いて「小 規模作業 所」とは ，障がい 者が利用 し，地域 の理解 と

協力を得 て，通所 の方法に より，創 作的活動 や福祉的 就労とし ての授産 活動 の

機会の提 供，自立 支援のた めの機能 訓練，社 会適応訓 練等の事 業を実施 して い

るものを いう。  

３  この 要綱にお いて「障 がい者」とは，次 のいずれ かに該当 する者（ 原則と し

 て１８ 歳以上の 者に限る 。）をい う。  

  (1) 身 体障害者 福祉法 (昭 和 24 年法 律第 283 号 )第 15 条の規定 により身 体障害

者手帳の 交付を受 けた者  

  (2) 福 岡市療育 手帳交付 要綱によ り療育手 帳の交付 を受けた 者又は福 岡市児

  童相 談所その 他の判定 機関によ り知的障 がい者若 しくは知 的障がい の状態

  に準 ずる状態 にあると 判定され た者  

 (3) 精 神保健及 び精神障 害者福祉 に関する 法律（昭 和 25 年法律第 123 号）第  

５条に規 定する者  

 (4) 治 療方法が 確立して いない疾 病その他 の特殊の 疾病であ って政令 で定め

るものに よる障が いの程度 が厚生労 働大臣が 定める程 度である 者  

（補助対 象事業）  

第４条  補助金を 交付する 対象事業 は ,次に掲 げる事業 とする。  

 (1) 地 域活動支 援センタ ーの運営  

 (2) 小 規模作業 所の運営  

（補助対 象者）  

第５条  補助金の 交付の対 象となる 者は，地 域活動支 援センタ ー等を設 置運営 す

る本市の 市税を滞 納してい ない団体 で，市長 が適当と 認めた団 体とする 。た だ

し，地域 活動支援 センター の運営団 体につい ては，法 人格を有 しなけれ ばな ら

ない。な お，補助 金の交付 対象団体 は公募に より募集 する。  

２  地域 活動支援 センター 等を設置 運営する 団体は，その運営 にあたり ，次の 各

号に掲げ る者から 十分に意 見を聴取 しながら ，円滑な 事業運営 に努めな けれ ば

ならない 。  
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 (1) 地 域活動支 援センタ ー等の代 表者  

  (2) 指 導員  

  (3) 利 用者及び その保護 者  

  (4) 地 域の福祉 関係者  

（補助対 象となる 地域活動 支援セン ター等の 要件）  

第６条   補助の対 象となる 地域活動 支援セン ターは，基準条例 において 規定す る

基準及び 次項の各 号をすべ て満たす ものでな ければな らない。  

２  補助 の対象と なる小規 模作業所 は，次の 各号に掲 げる要件 をすべて 満たす も

のでなけ ればなら ない。  

  (1) 利 用者  

原則とし て本市に 居住して いる障が い者で，小規模作 業所にお いて訓練 等

を受ける ことが適 当と認め られる者 であるこ と。  

  (2) 利 用者数  

   １ ０人以上 であるこ と。  

  (3) 開 所日数  

      週 ４日以上 開所して いること 。  

  (4) 設   備  

      利 用者の能 力及び特 性に応じ た指導室 ，作業室 その他の 設備が設 けられ て

  おり ，利用者 の保健衛 生及び安 全の確保 に十分留 意してい ること。  

  (5) 指 導員  

      指 導員とし て利用者 に対して 適切な作 業訓練及 び指導を 行う者を １人以

上配置し ているこ と。  

  (6) そ の他  

      正 当な理由 がある場 合を除い て，訓練 等を希望 する障が い者の参 加が制 限

されない こと。  

（補助対 象経費）  

第７条  補助金の 交付対象 となる経 費（以 下「補助 対 象経費 」という 。）は，補

助対象事 業の実施 に要する 経費のう ち，別表 １の第３ 欄に定め るところ によ る 。 

（補助金 の額）  

第 ８ 条  補 助 金 の 額 は ， 補 助 対 象 経 費 の う ち ， 別 表 第 １ の 第 １ 欄 の 区 分 ご と に ，

第２欄に 定める補 助基準額 と，第３ 欄に定め る額とを 比較して 少ない方 の額 の

合計額（そ の額に千 円未満の 端数を生 じたとき は，これを 切り捨て た額）と し ，

予算の範 囲内にお いて市長 が決定す る。  

（補助金 の交付の 協議）  

第９条   補助金の 交付を受 けようと する団体 は，あら かじめ補 助金の交 付を受 け

ようとす る年度の 前年８月 末日まで に，事業 計画協議 書（様式 第５号）等を添

えて市長 に協議し なければ ならない 。ただし ，市長が 特に必要 と認めた 場合 は

この限り でない。  

（補助金 の交付の 申請）  

第 10 条   補助金の 交付を受 けようと する団体 は，運営 費補助金 交付申請 書（様

式第１号 ）に次の 各号に掲 げる書類 を添えて ，市長に 提出しな ければな らな い 。 

  (1) 収 支計画書  

  (2) 事 業計画書 （様式第 ２号）  

  (3) そ の他市長 が必要と 認める書 類  

２   前項 に規定す る書類の 提出は，年度途中 に第６条 の補助要 件を満た して交 付

 申請す る場合を 除き，補 助金の交 付を受け ようとす る年度の ４月末日 までに 行

 わなけ ればなら ない。た だし，市 長が特に 認めた場 合はこの 限りでな い。  
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（補助金 の交付の 制限）  

第 11条  市長は，第 15条第 ４号によ り補助金 の交付決 定を取り 消され，その取 消

しの日か ら起算し て５年を 経過しな い団体 （ 当 該 交 付 決 定 を 取 り 消 さ れ た 団

体 が 法 人 で あ る 場 合 に お い て は ，当 該 取 消 し に 係 る 通 知 が あ っ た 日 前 60日 以

内 に 当 該 法 人 の 役 員 又 は そ の 地 域 活 動 支 援 セ ン タ ー 等 の 代 表 者 で あ っ た 者

で 当 該 取 消 し の 日 か ら 起 算 し て ５ 年 を 経 過 し な い も の を 含 み ，当 該 交 付 決 定

を 取 り 消 さ れ た 団 体 が 法 人 で な い 場 合 に お い て は ，当 該 取 消 し に 係 る 通 知 が

あ っ た 日 前 60日 以 内 に 小 規 模 作 業 所 の 代 表 者 で あ っ た 者 で 当 該 取 消 し の 日

か ら 起 算 し て ５ 年 を 経 過 し な い も の を 含 む 。 ） につ い ては，補 助金を交 付し

ないもの とする。  

（障がい 福祉サー ビスとの 併用の制 限）  

第 12 条  障害者総 合支援法 第５条第 ６項に規 定する療 養介護， 同条第７ 項に規

定する生 活介護， 同条第９ 項に規定 する重度 障害者等 包括支援 ，同条第 12 項

に規定す る自立訓 練，同条 第 13 項に規定する 就労移行 支援及び 同条第 14 項 に

規定する 就労継続 支援（以 下「障が い福祉サ ービス」という。）を利用 してい

る者は，地域活動 支援セン ター等の 利用者数 に算定す ることが できない もの と

する。た だし，特 別な理由 がある場 合はこの 限りでな い。  

２  前項 但書の規 定により ，障がい 福祉サー ビスを利 用してい る者を地 域活動 支

援センタ ー等の利 用者数に 算定する 場合は，あらかじ め市長の 承認を受 けな け

ればなら ない。  

（補助金 の交付の 決定）  

第 13 条   市長は， 補助金の 交付の申 請があっ たときは ，関係書 類を審査 し，必

要に応じ て実施調 査を行う など内容 について 検討を行 ったうえ ，速やか に補 助

の適否を 決定し，補助金を 交付すべ きものと 認めたと きは，申 請者に運 営費 補

助金交付 決定通知 書（様式 第６号） により通 知するも のとする 。  

（事業内 容の変更 等）  

第 14 条  補助金の 交付の決 定を受け た団体が ，事業の 内容を変 更し，又 は事業

を中止し ，若しく は廃止し ようとす るときは ，あらか じめ市長 の承認を 受け な

ければな らない。  

（補助金 の交付決 定の取消 し等）  

第 15 条   市長は， 補助金の 交付の決 定を受け た団体が 次に掲げ る各号の いずれ

かに該当 する場合 は，補助 金の交付 の決定の 全部又は 一部を取 り消すも のと し ，

補助金が 既に交付 されてい るときは ，その返 還を命ず るものと する。  

  (1) こ の要綱の 規定に違 反したと き。  

  (2) 補 助金を目 的以外の 用途に使 用したと き。  

  (3) 補 助事業に より取得 した財産 又は備品 を市長の 承認を得 ないで譲 渡し，交

  換し ，貸与し ，又は担 保に供し たとき。  

  (4) 偽 りその他 の不正な 手段によ り補助金 の交付を 受けたと き。  

（補助金 の一時停 止）  

第 16 条   市長は， 補助金の 交付の決 定を受け た団体の 補助事業 について 疑義が

あると認 めるとき は，その 団体に対 する補助 金の交付 を一時停 止するこ とが で

きる。  

（関係書 類の整備 ）  

第 17 条  補助金の 交付の決 定を受け た団体は ，事業に 係る収入 及び支出 を明ら

か に し た 帳 簿 を 備 え ， か つ ， 当 該 収 入 及 び 支 出 に つ い て の 証 拠 書 類 を 整 理 し ，

当該事業 終了後５ 年間保存 しなけれ ばならな い。  

（調査）  
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第 18 条  市長は， 必要があ ると認め たときは ，補助金 の交付の 決定を受 けた団

体に事業 の運営に 関し報告 をさせ，又は職員 にその施 設，事務 所等に立 ち入 り ，

帳簿その 他の物件 を検査さ せ，若し くは関係 者に質問 させるこ とができ る。  

（実績報 告）  

第 19 条   補助金の 交付の決 定を受け た団体は ，事業終 了後１カ 月以内に 運営費

補助金事 業実績報 告書（様 式第８号 ）に次の 関係書類 を添えて 市長に提 出し な

ければな らない。  

  (1) 補 助事業経 費収支計 算書  

  (2) 補 助事業の 経過又は 成果を証 する書類 （様式第 ９号）  

  (3) そ の他市長 が必要と 認める書 類  

２  前項 に規定す る書類の 提出のほ か，利用 者の通所 実績につ いては，４月か ら

６月まで の通所実 績を７月 ５日まで に，７月 から 10 月までの通 所実績を 11 月

５日まで に提出し なければ ならない 。  

３  第 12 条第１項 但書の適 用により 併用して いる場合 であって も，地域 活動支

援センタ ー等と障 がい福祉 サービス を同一日 に利用し た場合は ，当該日 は地 域

活動支援 センター 等の通所 日数に算 定できな いものと する。  

（補助金 の額の確 定等）  

第 20 条   市長は， 前条の規 定による 事業実績 の報告を 受けたと きは，報 告書等

の書類を 審査し，必要に応 じて現地 調査を行 うなど内 容につい て調査し ，補 助

金の交付 の決定に 適合する か否かを 事業実績 調査確認 書（様式 第 12 号）によ

り調査確 認し，適 合すると 認めたと きは，交 付すべき 補助金の 額を確定 し，事

業補助金 確定通知 書（様式 第 13 号）により補 助金の交 付を受け た団体に 通知

するもの とする。  

（補助金 の交付）  

第 21 条   市長は， 前条の規 定により 確定した 額を，速 やかに補 助金の交 付の決

定を受け た団体に 対し交付 するもの とする。ただし，市長が適 当と認め ると き

は，分割 して事前 に交付す ることが ある。  

２  前項 ただし書 の場合に おいて，確定した 額が既に 交付した 額を超え るとき に

 は，確 定した額 に対する 不足額を 交付し，満たない ときには ，期限を 定めてそ

 の満た ない額を 返還させ るものと する。  

（暴力団 の排除）  

第 22 条  市長は， 福岡市暴 力団排除 条例（平 成 22 年福岡市条例 第 30 号。次項

において「暴排条 例」とい う。）第 ６条の規 定に基づ き，本条 に規定す る排除

措置を講 じるもの とする。  

２  市長 は，補助 金の交付 の申請を した団体 の代表者 及び地域 活動支援 センタ ー

の施設長（第４項 において「申請者 等」とい う。）が 次の各号 のいずれ かに該

当すると きは，こ の要綱に 定める他 の規定に 関わらず ，補助金 を交付し ない も

のとする 。  

(1) 暴排 条例第２ 条第２号 に規定す る暴力団 員  

(2) 法人 でその役 員のうち に前号に 該当する 者のある もの  

(3) 暴排 条例第６ 条に規定 する暴力 団又は暴 力団員と 密接な関 係を有す る者  

３  市長 は，補助 事業者が 前項各号 のいずれ かに該当 したとき は，補助 金の交 付

の決定の 全部又は 一部を取 り消すこ とができ る。  

４  市長 は，補助 金からの 暴力団の 排除に関 し警察へ の照会確 認を行う ため，申

請者等又 は補助事 業者に対 し当該申 請者等又 は当該補 助事業者（法人で ある と

きは，そ の役員 ）の氏名（ フリガナ を付した もの），生年月日 ，性別 等 の個人

情報の提 出を求め ることが できる。  
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５  地域 活動支援 センター 等は，そ の運営に ついて，暴力団，暴力団員 及び暴力

団又は暴 力団員と 密接な関 係を有す る者の支 配を受け てはなら ない。  

（その他 ）  

第 23 条   この要綱 の施行に 関しては ，本要綱 の定めに よるほか ，必要な 事項は

保健福祉 局長が別 に定める 。  

 

 

   附   則  

  この要 綱は，昭 和 57 年４月１日か ら施行す る。  

     附   則  

  この要 綱は，昭 和 62 年４月１日か ら施行す る。  

     附   則  

  この要 綱は，昭 和 63 年４月１日か ら施行す る。  

     附   則  

  この要 綱は，平 成元年４ 月１日か ら施行す る。  

     附   則  

  この要 綱は，平 成２年４ 月１日か ら施行す る。  

     附   則  

  この要 綱は，平 成３年４ 月１日か ら施行す る。  

     附   則  

  この要 綱は，平 成４年４ 月１日か ら施行す る。  

     附   則  

  この要 綱は，平 成５年４ 月１日か ら施行す る。  

     附   則  

  この要 綱は，平 成６年４ 月１日か ら施行す る。  

     附   則  

  この要 綱は，平 成７年４ 月１日か ら施行す る。  

     附   則  

  この要 綱は，平 成８年４ 月１日か ら施行す る。  

     附   則  

  この要 綱は，平 成９年４ 月１日か ら施行す る。  

     附   則  

  この要 綱は，平 成１０年 ４月１日 から施行 する。  

     附   則  

  この要 綱は，平 成１１年 ４月１日 から施行 する。  

     附  則  

  この要 綱は，平 成１２年 ４月１日 から施行 する。  

     附  則  

 この要 綱は，平 成１３年 ４月１日 から施行 する。  

 

    附  則  

（一時金 ）  

第１条  平成１４ 年度につ いては，要綱第６ 条の規定 に基づく 別表第１ 中のア 人

 件費等 補助に， 利用人員 に応じた 一時金を 加算する 。  

      〔 利用人員 〕   年 額  

        5 人～  9 人    ２ ７千円  

       10 人～ 14 人    ５ ４千円  

       15 人以上     ８１ 千円  
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（施行期 日）  

第２条  この要綱 は，平成 １４年４ 月１日か ら施行す る。  

 

     附  則  

（一時金 ）  

第１条  平成１５ 年度につ いては，要綱第６ 条の規定 に基づく 別表第１ 中のア 人

 件費等 補助に， 利用者数 に応じた 一時金を 加算する 。  

      〔 利用者数 〕   年 額  

        5 人～  9 人    １ １１千円  

       10 人～ 14 人    ２ ２２千円  

       15 人以上     ３３ ３千円  

（施行期 日）  

第２条  この要綱 は，平成 １５年４ 月１日か ら施行す る。但し ，第４条 第４号の

 改正規 定は，平 成１６年 ４月１日 から施行 する。  

 

     附  則  

 （施行 期日）  

第１条  この要綱 は，平成 １６年４ 月１日か ら施行す る。  

  （経過 措置）  

第２条   この要綱 の施行の 日以前に 開設され ている福 祉作業所 について は，第 ４

 条第２ 号の改正 規定にか かわらず ，なお従 前の例に よる。  

 

     附  則  

 （差額 の補填）  

第１条  平成１６ 年度の運 営費補助 金の交付 決定額が ，平成１ ５年度の 運営費 補

 助金の 確定額に 満たない 福祉作業 所につい ては，平 成１６年 度に限り ，その 差

 額を補 填する。  

 （施行 期日）  

第２条  この要綱 は，平成 １６年４ 月１日か ら施行す る。  

 

   附  則  

 （補填 ）  

第１条  平成１７ 年度の運 営費補助 金の交付 決定額の うち人件 費等補助 に相当  

する額が ，平成１ ６年度の 運営費補 助金の確 定額のう ち同補助 に相当す る額 に

満たない 福祉作業 所につい ては，そ の差額を 補填する 。  

  ただ し，平成 １７年度 における 別表第１ 第２欄に 掲げる利 用人員に よる区 分

 が，平 成１６年 度の当該 区分と異 なる場合 を除く。  

 （施行 期日）  

第２条  この要綱 は，平成 １７年４ 月１日か ら施行す る。ただ し，別表 第４の改

 正にか かる部分 について は，同年 ３月４日 から施行 する。  

 

      附  則  

  この要 綱は，平 成１７年 ４月１日 から施行 する。  

 

   附  則  

 （補填 ）  

第１条  平成１８ 年度の運 営費補助 金の交付 決定額の うち人件 費等補助 に相当  

する額が ，平成１ ７年度の 運営費補 助金の確 定額のう ち同補助 に相当す る額 に

満たない 福祉作業 所につい ては，そ の差額を 補填する 。  

  ただ し，平成 １８年度 における 別表第１ 第２欄に 掲げる利 用人員に よる区 分

 が，平 成１７年 度の当該 区分と異 なる場合 を除く。  

 （施行 期日）  

第２条  この要綱 は，平成 １８年４ 月１日か ら施行す る。  
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   附  則  

 （施行 期日）  

第１条  この要綱 は，平成 １９年４ 月１日か ら施行す る。  

 （福岡 市精神障 がい者共 同作業所 補助金交 付要綱の 廃止）  

第２条  福岡市精 神障がい 者共同作 業所補助 金交付要 綱は，廃 止する。  

 （経過 措置）  

第３条  この要綱 が施行さ れる際，現に福岡 市精神障 がい者共 同作業所 補助金 の

 交付を 受けてい る共同作 業所（ 以 下「旧 共 同作業所 」とい う 。）で あ って，要

 綱別表 第１の１ ．区分欄 のエ機能 強化補助 を受けて いない場 合は，要 綱別表 第

 １の１ ．区分欄 のイ土地 家屋借上 料補助の ２．補助 基準額に ついては ，なお従

 前の例 による。  

第４条  旧共同作 業所につ いて，平 成２０年 ３月３１ 日までの 間は，改 正後の 要

 綱第９ 条の規定 にかかわ らず，運 営費補助 金の交付 申請手続 について は，な お

 従前の 例による 。  

 （補填 ）  

第５条  平成１９ 年度の運 営費補助 金の交付 決定額の うち人件 費等補助 に相当  

する額が ，平成１ ８年度の 運営費補 助金の確 定額のう ち同補助 に相当す る額 に  

満たない 小規模作 業所につ いては， その差額 を補填す る。  

  ただ し，平成 １９年度 における 別表第１ の１．区 分欄のア 人件費等 補助の ２ ．

 補助基 準額欄に 掲げる利 用人員に よる区分 が，平成 １８年度 の当該区 分と異 な

 る場合 を除く。  

 

   附  則  

 （施行 期日）  

第１条  この要綱 は，平成 ２０年４ 月１日か ら施行す る。  

 （経過 措置）  

第２条  平成１８ 年度に福 岡市精神 障がい者 共同作業 所補助金 の交付を 受けた  

共同作業 所であっ て，要綱 別表第１ の１．区 分欄のエ 機能強化 補助を受 けて い

ない場合 は，要綱 別表第１ の１．区 分欄のイ  土地家 屋借上料 補助の２ ．補 助

基準額に ついては ，なお従 前の例に よる。  

（補填）  

第３条  平成２０ 年度の運 営費補助 金の交付 決定額の うち人件 費等補助 に相当  

する額が ，平成１ ９年度の 運営費補 助金の交 付決定額 のうち同 補助に相 当す る  

額に満た ない小規 模作業所 について は，その 差額を補 填する。  

  ただ し，平成 ２０年度 における 別表第１ の１．区 分欄のア 人件費等 補助の ２ ．

 補助基 準額欄に 掲げる利 用人員に よる区分 が，平成 １９年度 の当該区 分と異 な

 る場合 を除く。  

 

  附  則  

 （施行 期日）  

第１条  この要綱 は，平成 ２１年４ 月１日か ら施行す る。  

 （検討 ）  

第 ２ 条  こ の 要 綱 の 施 行 後 ， ２ 年 以 内 に 補 助 制 度 の あ り 方 に つ い て 検 討 を 行 い ，

必要に応 じて所要 の措置を 講ずるも のとする 。  

（補填）  

第３条  平成２１ 年度の運 営費補助 金の交付 決定額の うち人件 費等補助 に相当  

する額が ，平成２ ０年度の 運営費補 助金の交 付決定額 のうち同 補助に相 当す る  

額に満た ない小規 模作業所 について は，その 差額を補 填する。  

  ただ し，平成 ２１年度 における 別表第１ の１．区 分欄のア 人件費等 補助の ２ ．

 補助基 準額欄に 掲げる利 用人員に よる区分 が，平成 ２０年度 の当該区 分と異 な

 る場合 を除く。  
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  附  則  

 （施行 期日）  

第１条  この要綱 は，平成 ２２年４ 月１日か ら施行す る。  

（補填）  

第２条  平成２２ 年度の運 営費補助 金の交付 決定額の うち人件 費等補助 に相当  

する額が ，平成２ １年度の 運営費補 助金の交 付決定額 のうち同 補助に相 当す る  

額に満た ない小規 模作業所 について は，その 差額を補 填する。  

  ただ し，平成 ２２年度 における 別表第１ の１．区 分欄のア 人件費等 補助の ２ ．

 補助基 準額欄に 掲げる利 用人員に よる区分 が，平成 ２１年度 の当該区 分と異 な

 る場合 を除く。  

 

  附  則  

 （施行 期日）  

第１条  この要綱 は，平成 ２３年４ 月１日か ら施行す る。  

 （経過 措置）  

第２条  この要綱 による改 正後の福 岡市地域 活動支援 センター 等補助金 交付要

綱第８条 の規定は ，同要綱 第 12 条第４号の規 定により 平成２３ 年度以後 の年

度分の補 助金の交 付決定を 取り消さ れた団体 について 適用し，平成２２ 年度 分

までの補 助金の交 付決定を 取り消さ れた団体 について は，なお 従前の例 によ る 。 

（補填）  

第３条  平成２３ 年度の補 助金の交 付決定額 のうち人 件費等補 助に相当 する額

が，平成 ２２年度 の補助金 の交付決 定額のう ち同補助 に相当す る額に満 たな い

小規模作 業所につ いては， その差額 を補填す る。  

  ただ し，平成 ２３年度 における 別表第１ の１．区 分欄のア 人件費等 補助の ２ ．

補助基準 額欄に掲 げる利用 人員によ る区分が ，平成２ ２年度の 当該区分 と異 な

る場合を 除く。  

 

   附  則  

 この要 綱は，平 成２３年 ８月５日 から施行 し，平成 ２３年４ 月１日か ら適用 す

る。  

 

  附  則  

 （施行 期日）  

第１条  この要綱 は，平成 ２４年４ 月１日か ら施行す る。  

（補填）  

第２条  平成２４ 年度の補 助金の交 付決定額 のうち人 件費等補 助に相当 する額

が，平成 ２３年度 の補助金 の交付決 定額のう ち同補助 に相当す る額に満 たな い

小規模作 業所につ いては， その差額 を補填す る。  

  ただ し，平成 ２４年度 における 別表第１ の１．区 分欄のア 人件費等 補助の ２ ．

補助基準 額欄に掲 げる利用 人員によ る区分が ，平成２ ３年度の 当該区分 と異 な

る場合を 除く。  

 

  附  則  

 （施行 期日）  

第１条  この要綱 は，平成 ２５年４ 月１日か ら施行す る。  

（補填）  

第２条  平成２５ 年度の補 助金の交 付決定額 のうち人 件費等補 助に相当 する額

が，平成 ２４年度 の補助金 の交付決 定額のう ち同補助 に相当す る額に満 たな い

小規模作 業所につ いては， その差額 を補填す る。  

  ただ し，平成 ２５年度 における 別表第１ の１．区 分欄のア 人件費等 補助の ２ ．

補助基準 額欄に掲 げる利用 人員によ る区分が ，平成２ ４年度の 当該区分 と異 な

る場合を 除く。  
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  附  則  

 （施行 期日）  

第 １ 条  こ の 要 綱 は ， 平 成 ２ ６ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

（ 補 填 ）  

第 ２ 条  平 成 ２ ６ 年 度 の 補 助 金 の 交 付 決 定 額 の う ち 人 件 費 等 補 助

に 相 当 す る 額 が ， 平 成 ２ ５ 年 度 の 補 助 金 の 交 付 決 定 額 の う ち 同 補

助 に 相 当 す る 額 に 満 た な い 小 規 模 作 業 所 に つ い て は ， そ の 差 額 を

補 填 す る 。  

  た だ し ， 平 成 ２ ６ 年 度 に お け る 別 表 第 １ の １ ． 区 分 欄 の ア 人 件

費 等 補 助 の ２ ． 補 助 基 準 額 欄 に 掲 げ る 利 用 人 員 に よ る 区 分 が ， 平

成 ２ ５ 年 度 の 当 該 区 分 と 異 な る 場 合 を 除 く 。  

２  平 成 ２ ６ 年 度 の 補 助 金 の 交 付 決 定 額 が ， 平 成 ２ ５ 年 度 の 補 助 金

の 交 付 決 定 額 に 満 た な い 地 域 活 動 支 援 セ ン タ ー （ 平 成 ２ ６ 年 度 に

小 規 模 作 業 所 か ら 移 行 し た も の に 限 る 。 ） に つ い て は ， そ の 差 額

を 補 填 す る 。  

  た だ し ， 平 成 ２ ６ 年 度 に お け る 別 表 第 １ の １ ． 区 分 欄 の ア 人 件

費 等 補 助 の ２ ． 補 助 基 準 額 欄 に 掲 げ る 利 用 人 員 に よ る 区 分 が ， 平

成 ２ ５ 年 度 の 当 該 区 分 と 異 な る 場 合 を 除 く 。  

３  平 成 ２ ７ 年 度 の 補 助 金 の 交 付 決 定 額 の う ち 人 件 費 等 補 助 に 相

当 す る 額 が ， 平 成 ２ ５ 年 度 の 補 助 金 の 交 付 決 定 額 の う ち 同 補 助 に

相 当 す る 額 に 満 た な い 小 規 模 作 業 所 に つ い て は ， そ の 差 額 に １ ／

２ を 乗 じ て 得 た 額 を 補 填 す る 。  

  た だ し ， 平 成 ２ ７ 年 度 に お け る 別 表 第 １ の １ ． 区 分 欄 の ア 人 件

費 等 補 助 の ２ ． 補 助 基 準 額 欄 に 掲 げ る 利 用 人 員 に よ る 区 分 が ， 平

成 ２ ５ 年 度 の 当 該 区 分 と 異 な る 場 合 を 除 く 。  

４  平 成 ２ ７ 年 度 の 補 助 金 の 交 付 決 定 額 が ， 平 成 ２ ５ 年 度 の 補 助 金

の 交 付 決 定 額 に 満 た な い 地 域 活 動 支 援 セ ン タ ー （ 平 成 ２ ６ 年 度 及

び 平 成 ２ ７ 年 度 に 小 規 模 作 業 所 か ら 移 行 し た も の に 限 る 。 ） に つ

い て は ， そ の 差 額 に １ ／ ２ を 乗 じ て 得 た 額 を 補 填 す る 。  

  た だ し ， 平 成 ２ ７ 年 度 に お け る 別 表 第 １ の １ ． 区 分 欄 の ア 人 件

費 等 補 助 の ２ ． 補 助 基 準 額 欄 に 掲 げ る 利 用 人 員 に よ る 区 分 が ， 平

成 ２ ５ 年 度 の 当 該 区 分 と 異 な る 場 合 を 除 く 。  

５  補 填 に つ い て は ， 平 成 ２ ８ 年 ３ 月 ３ １ 日 を も っ て 廃 止 す る 。  

（ 小 規 模 作 業 所 を 運 営 す る 団 体 に 対 す る 補 助 金 の 廃 止 ）  

第 ３ 条  小 規 模 作 業 所 を 運 営 す る 団 体 に 対 す る 補 助 金 の 交 付 に つ

い て は ， 平 成 ２ ８ 年 ３ 月 ３ １ 日 を も っ て 廃 止 す る 。  

（ 期 間 ）  

第 ４ 条  こ の 要 綱 は ， 平 成 ２ ９ 年 ３ 月 ３ １ 日 を も っ て 廃 止 す る 。 な

お ， 終 期 到 来 後 の 継 続 に つ い て は ， そ の 必 要 性 の 検 証 を 踏 ま え た

上 で ， 終 期 到 来 ま で に 判 断 す る も の と す る 。  
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 〔別表第 １〕  

１．区分  ２．補助 基準額  ３．対象 経費  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア  

人件費等  

補   助  

 

〔指導員 人件費， 光熱水費 〕  

 利用者数        年額  

 5人～  9人     3,610千円  

10人～ 14人     7,188千円  

15人以上      10,766千円  

 

 〔重度加 算〕  

４月１日 において 利用者の うち，身体 障害

者手帳１ ，２級の 者，療育 手帳Ａの 者及び

これと同 等の知的 障がい者 であって ，介助

なしには 移動又は 食事をす ることが でき

ない者又 は精神障 害者保健 福祉手帳 １級

の者及び これに準 ずる者と して別に 定め

る者（以 下「加算 対象者」という）が通所

する地域 活動支援 センター 等に対し ，次に

掲げる金 額を年額 として算 出する額  

加算対象 者１人あ たり年額 １４５千 円  

ただし ，利 用者５人 以上１４ 人以下の 地

域活動支 援センタ ー等につ いては ，１ カ所

あたり年 額１，４ ５０千円 を限度と し，利

用者１５ 人以上の 地域活動 支援セン ター

等につい ては，１ カ所あた り年額  

２ ,０３０ 千円を限 度とする 。  

 

 〔就職奨 励加算〕  

民間企業 等に就職 すること により地 域活

動支援セ ンター等 を退所し た利用者 (以下

｢退所者 ｣という ｡)があった 場合に ，退 所者

が出た次 の年度に 限り，退所 者１人に つき

４４，０ ００円  

ただし ，年 間２４日 以上の通 所した利 用

実績があ る退所者 に限るも のとし ，同 一人

について は１回限 りとする 。  

 

 

地域活動 支援セン タ

ー等を運 営するた め

に必要な 職員の給 料，

職員手当 （扶養手 当，

管理職手 当，地 域手 当

，住居手 当，通勤 手当

，期末手 当，勤勉 手当

，超過勤 務手当等 ），

共済費及 び賃金並 び

にその他 事務の執 行

に伴う報 償費，旅 費，

需用費（ 消耗品費 ，燃

料費，印 刷製本費 ，光

熱水費，修繕費，医薬

材料費） ，役務費 (通

信運搬費 ），委託 料，

使用料及 び賃借料 ，備

品購入費 ，負担金 等  

 

イ  

土地家屋  

借上料補 助  

 

次に掲げ る金額を 月額とし て算出す る額  

(1) 土地 家屋借上 料が月額 ３万円以 下の

 場合は ，その金 額。  

(2) 土地 家屋借上 料が月額 ３万円を 超え

 る場合 は，土 地家 屋借上料 の月額か ら  

３万円を 控除した 額の２分 の１（ その 控

除した額 の２分の １が３万 円を超え る

ときは 3万 円）を３ 万円に加 算した額 。

 

地域活動 支援セン タ

ー等の土 地家屋借 上

料  
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ただし ，小 規模作業 所のうち 旧共同作 業

所であっ て人件費 等補助が 利用者数 15人

以上の補 助基準の 場合は ，次 に掲げる 金額

を月額と して算出 する額  

(1) 土地 家屋借上 料が月額 ５万円以 下の

場合は， その金額 。  

(2)土地家 屋借上料 が月額５ 万円を超 える

場合は ，土 地家屋借 上料の月 額から５ 万

円を控除 した額の ２分の１（ その控除 し

た額の２ 分の１が ４万円を 超えると き

は４万円 ）を５万 円に加算 した額。  

 

ウ  

実地研修 費  

補       助  

 

１カ所あ たり   年 額１００ 千円  

 ただし ，地域活動 支援セン ター及び 小規

模作業所 のうち旧 共同作業 所につい ては  

補助対象 外。  

 

小規模作 業所（ 旧共 同

作業所を 除く）の指 導

員又は利 用者の研 修

に要する 経費  

 

エ  

機能強化 補

助  

 

 

 

 

 

  地域活 動支援セ ンターで ，次の (1)から

(3)の要件 をすべて 満たす場 合に，以 下の

区分ごと に定める 額  

 

地域活動 支援セン ターⅡ型  ３００ 万円  

地域活動 支援セン ターⅢ型  １５０ 万円  

地域活動 支援セン ターⅣ型   ２０ 万円  

 

(1)運営実 績  

本補助金 の交付を 受けて ，地 域活動支 援

センター 等を運営 している 実績を２ 年以

上有する こと。  

(2)職員配 置  

地域活動 支援セン ターⅡ型  

 施設長 １名，指 導員３名 以上配置 し，う

ち１名以 上を常勤 とするこ と。  

地域活動 支援セン ターⅢ型  

 施設長 １名，指 導員２名 以上配置 し，う

ち１名以 上を常勤 とするこ と。  

地域活動 支援セン ターⅣ型  

 施設長 １名，指導 員２名以 上配置す るこ

と。  

(3)利用者 数  

地域活動 支援セン ターⅡ型  

 １日当 たりの実 利用人員 が概ね１ ５人

以上であ ること。  

地域活動 支援セン ターⅢ型  

 １日当 たりの実 利用人員 が概ね１ ０人

 

本別表中 ，１．区分 の

ア，イ，ウ のそれぞ れ

３．対 象経 費に定め る

経費のほ か，地 域活 動

支援セン ターの運 営

強化に要 する経費  
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以上であ ること。  

地域活動 支援セン ターⅣ型  

 １日当 たりの実 利用人員 が概ね５ 人  

以上であ ること。  

※ 上 表 中 「 旧 共 同 作 業 所 」 と は ， 「 平 成 １ ８ 年 度 に 福 岡 市 精 神 障 が い 者 共 同  

作 業 所 補 助 金 の 交 付 を 受 け た 共 同 作 業 所 」 を い う 。  


	Ⅰ型運営費補助金交付要綱(Ｈ26.4.1改正）
	地活・作業所要綱(H26.4.1改正)

